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超高層 RC造の最適構造計画の検討
─設計傾向調査およびダブルチューブ架構の試設計─
Study on Optimum Structural Plan of High-Rise RC Buildings:
Structural Design Investigation and Trial Design of Double-Tube Structure
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§1．はじめに

超高層 RC造建物の設計にあたり，その構造計画や耐
震設計に必要とされる諸係数の目安を把握することは，
合理的な設計を行うために重要である．構造計画で把握
すべき要素としては，柱支配面積，基準階面積，アスペ
クト比，柱梁の主筋およびせん断補強筋，コンクリート
の設計基準強度等が挙げられる．耐震設計に必要な諸係
数に関しては，設計用ベースシア係数，固有周期，時刻
歴応答解析の応答値である最大応答層間変形角，最大塑
性率，最大軸力比等が挙げられる．
既往の和泉等の論文である文献 1）～ 3）では，超高
層 RC造の構造特性の傾向について，一連の分析結果が
報告されている．特に，文献 1）～ 2）では，1972年か
ら 2006年に設計された約 500棟のデータについて，4

つの年代に分けた構造特性の推移の分析が行われている．
そして，文献 3）においては，1972年～ 2015年までに
設計された案件も含めて 3つの年代に分け，構造技術の
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要　　約

超高層 RC造建物の設計にあたり，その構造計画や耐震設計に必要とされる諸係数の目安を把握す
ることは，合理的な設計を行うために重要である．
本報では，2002年から 2015年の高層評定における性能評価シートに記載されている超高層 RC造

建物を対象に行った設計傾向の調査および分析結果を報告する．さらに，設計傾向の調査結果を参
考にして，超高層 RC造共同住宅において意匠上の優位性があるダブルチューブ架構の試設計を行い，
純ラーメン架構の試設計と比較して考察を述べる．

* 建築設計部構造一課

進歩という観点での分析が行われている．
本報では，これに倣い，2002年～ 2015年の評定案件

について同様の調査を実施し，設計傾向の分析を行う．
文献 1）～ 3）では示されていなかった，建物高さと構
造材料の関係性も分析する．さらに，設計傾向の調査結
果を参考にして，超高層 RC造共同住宅において意匠上
の優位性があるダブルチューブ架構の試設計を行い，純
ラーメン架構の試設計と比較して考察を述べる．

§2．データベースの構築

本調査では，評定機関が発行しているビルディングレ
ター 4）および GBRC5）に掲載の性能評価シートに公表
されている高層評定取得案件を対象とし，データベース
を構築した．なお，追加データとして，評定機関のホー
ムページ上で公表されている案件も含めている．これら
は，軒高が 60 mを超える耐震，制振，免震構造の RC

建物であり，2002年～ 2015年に評定取得した案件であ
る．その建物用途は，共同住宅を主要とする建物に限定
している．データベースの集計結果のグラフは，縦軸お
よび横軸に調査項目を設定した散布図（図－ 1～ 3，図
－ 7～ 12）と，建物高さ 10 m毎に調査項目の平均値
及び偏差値を示した平均散布図（図－ 6）の 2種類を作
成した．横棒グラフ（図－ 4，5）は，縦軸の建物高さ
に対して横軸に調査項目を設定し，各々の百分率を示し
ている．建物高さは軒高とし，建物高さ毎の案件数を表
－ 1に示す．案件数は，耐震構造 79件，制振構造 62件，
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免震構造 76件で，総件数は 217件である．

§3．調査結果および分析

3－ 1　階数と構造計画
（1）基準階面積
階数と基準階面積の関係を図－ 1に示す．基準階面積

の平均値は，耐震構造で約 740 m2，制振構造で約 1060 

m2，免震構造で約 910 m2である．また，基準階面積は，
階数に比例して増加する傾向が見られる．なお，基準階
面積の大きい建物においては，高強度コンクリートおよ
び高強度鉄筋が使用され，特殊な平面形状等の特徴が見
られた．基準階の一辺の平面寸法は，平均値を基に整形
平面を仮定した場合，耐震構造で約 27 m，制振構造で
約 33 m，免震構造で約 30 mが一般的な値と考えられる．
（2）柱支配面積
階数と柱支配面積の関係を図－ 2に示す．この柱支
配面積は，1フロアの基準階面積を柱本数で除した値で
ある．柱支配面積の平均値は，耐震構造で約 26 m2，制
振構造で約 30 m2，免震構造で約 32 m2である．これより，
柱支配面積は免震構造で大きい値を示すものが多いこと
が分かる．また，柱支配面積と階数に比例関係は見られ
ず，階数が増えても柱間隔は概ね一定に保たれている．
（3）アスペクト比
階数とアスペクト比の関係を図－ 3に示す．このア

スペクト比は，建物の軒高を基準階平面寸法の短辺長さ
で割った値である．アスペクト比の値は，免震構造でも
4～ 6の範囲に多く見られる．アスペクト比の平均値は，
耐震構造で 3.8，制振構造で 4.1，免震構造で 4.0程度で
ある．文献 2）の値と比較し，年代を経て増加傾向であ
る．また，アスペクト比と階数にやや比例傾向が見られ
る．これは，高強度鉄筋の採用により，アスペクト比の
大きな建物の設計が可能となったためと考えられる．

3 － 2　建物高さと構造材料
（1）柱梁主筋
建物高さと柱梁主筋最大強度の関係を図－ 4に示す．
いずれの建物においても，主筋は SD490が主流である．
建物高さが 60 m～ 110 m級の建物においては，最大強
度の主筋として SD390も採用されているが，数は少な
い．また，建物高さが高くなるにつれて，SD685の占
める割合が増加傾向である．SD685は本来，柱の引張
軸力に抵抗するため，芯鉄筋に限定して使用されること
が多かったが，近年では柱主筋への採用も増えている．
SD685の主筋の鉄筋径は，D41の採用が主流である．

図－ 2　階数－柱支配面積関係

図－ 3　階数－アスペクト比関係

表－ 1　建物高さ毎の案件数

図－ 1　階数－基準階面積関係

図－ 4　建物高さ－主筋最大強度関係
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（2）柱梁高強度せん断補強筋
建物高さと柱梁高強度せん断補強筋の最大強度の関係

を図－ 5に示す．建物高さが 110 m級までの建物で 685

級のせん断補強筋が採用されているが，785級の方が主
流である．これは，建物高さが高くなるにつれて，終局
設計時に高い材料強度が必要であり，そのためには 685

級よりも 785級の方が有利と考えられる．785級のせん
断補強筋の種類のうちで最も多く採用されている鉄筋は，
KSS785である．また，建物高さに比例して，1275級の
せん断補強筋の占める割合が多い．これは，終局設計時
の耐力を比較すると，785級よりもさらに耐力が向上す
るためと考えられる．
（3）コンクリートの設計基準強度
建物高さと柱梁に使用されているコンクリートの設計

基準強度（Fc）の最大値との関係を図－ 6に示す．グ
ラフは建物高さ毎の平均値の他，偏差値も示している．
正の偏差値は，平均値に標準偏差を上乗せした値である．
一方，負の偏差値は，平均値から標準偏差を差し引いた
値である．この標準偏差とは，建物高さ毎のばらつきの
程度を数値化した値である．最大 Fcの平均値は，60 m

級の建物でも 50 N/mm2程度と値が大きい．また，建物
高さが高くなるにつれ，最大 Fcは大きくなり，コンク
リート材料の高強度化が顕著である．150 m級以上の建
物においては，最大 Fcの平均値が 100 N/mm2を超え
ており，偏差値の差が大きい．これは，最大で 180 N/

mm2の Fcを採用している案件も存在し，Fcの差が大
きいためである．

3 － 3　耐震設計に関する分析
（1）設計用ベースシア係数
設計用ベースシア係数（CB）と 1次固有周期（T1）の

関係を図－ 7に示す．CBは 1階の層せん断力を建物重
量で除した設計用せん断力係数であり，X方向の値であ
る．T1は X方向，Y方向の平均値とした．ただし，こ
の時の免震構造の T1は基礎固定時の値としている．免
震構造では，T1が 1～ 2秒の短周期側においても，CB

の値を 0.05～ 0.10程度に低減していることが分かる．
CBの平均値は，耐震構造で 0.10，制振・免震構造で 0.08

程度である．耐震構造の CBの平均値は，他構造と比較し，
T1に対して大きい値である．また，CBの平均値は，文
献 6）で平均的な設計式として挙げられている高層指針
式の 0.18/T1の値周辺に分布している．
（2）固有周期

1次固有周期（T1）と建物高さの関係を図－ 8に示
す．T1は X方向，Y方向の平均値とし，建物高さは軒
高とした．この時の免震構造の T1は基礎固定時の値と
している．T1の平均値については，耐震構造で約 1.9秒，
制振構造で約 2.5秒，免震構造で約 2.2秒である．また，
一般的な RC造建物の T1の値である 0.02 Hの直線を実

図－ 7　CB － T1 関係

図－ 8　T1 －建物高さ関係

図－ 5　建物高さ－高強度せん断補強筋最大強度関係

図－ 6　建物高さ－最大 Fc関係
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線で，各構造の近似直線を点線で示している．これよ
り T1の値は，構造形式により，耐震＜制振＜免震構造
であることが分かる．なお，制振・免震構造で T1の値
が大きく外れている建物が見られる．これらの建物には，
コアウォールと頂部梁の配置，チューブ架構等の特徴が
ある．

3 － 4　応答結果に関する分析
（1）最大応答層間変形角
レベル 1地震動による最大応答層間変形角（R1）と

レベル 2地震動による最大応答層間変形角（R2）の関
係を図－ 9に示す．R1の平均値は，耐震構造で 1/281，
制振構造で 1/274，免震構造で 1/521程度である．R1

の値は概ね 1/200以内の目標値に収まる．R2の平均値
は，耐震構造で 1/111，制振構造で 1/110，免震構造で
1/232程度である．また，R2の標準的なクライテリアは，
耐震・制振構造で 1/100以内，免震構造で 1/150以内
である．これら R2の値が 1/100を超える建物には，不
整形な平面形状，建物中央のボイド空間，特殊な制振機
構等の特徴がある．
（2）最大層塑性率
レベル 2地震動による最大応答層間変形角（R2）と

層の最大塑性率（DF2）の関係を図－ 10に示す．DF2

の平均値は，耐震構造で 1.42，制振構造で 1.43，免震構
造で 0.82程度である．また，DF2の値は，免震構造で
1以下，耐震・制振構造で 2以下に概ね収まる．ただし，
DF2の値が 2を超える建物も存在する．これらの建物
には，不整形な平面形状，コアウォールの配置等の特徴
がある．
（3）柱軸力比
レベル 2地震動による柱の最大引張軸力比と最大圧縮

軸力比の関係を図－ 11に示す．最大引張軸力比の平均
値は，耐震構造で 0.50，制振構造で 0.44，免震構造で 0.24

程度である．これより，構造形式の違いで平均値の差は
明らかである．また，最大圧縮軸力比の平均値は，耐震
構造で 0.50，制振構造で 0.49，免震構造で 0.48程度で
ある．これらに差は見られない．最大軸力比の標準的な
クライテリアは，引張で 3/4（0.75）以下，圧縮で 2/3（0.66）
以下の値が一般的である．さらに，アスペクト比とレベ
ル 2地震動による柱の最大引張軸力比の関係を図－ 12
に示す．アスペクト比の平均値が 3.8～ 4.1程度の値に
対し，最大引張軸力比の平均値は，耐震構造で 0.50，制
振構造で 0.44，免震構造で 0.24程度である．これより，
最大引張軸力比の値は，構造形式により，耐震＞制振＞
免震であることが分かる．標準的なクライテリアを超え
ている建物には，平面形状が I型および L型で，雁行し
た住戸配置等の特徴がある．

図－ 10　R2 － DF2 関係

図－ 11　レベル 2最大引張軸力比－最大圧縮軸力比関係

図－ 12　アスペクト比－レベル 2最大引張軸力比関係

図－ 9　R1－ R2 関係
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§4．ダブルチューブ架構の試設計

本章では，設計傾向の調査結果を参考にして，純ラー
メン架構とダブルチューブ架構の試設計を行う．

4 － 1　試設計モデル
試設計モデルの基準階伏図を図－ 13に示す．試設計
モデルは純ラーメン架構とダブルチューブ架構の 2タイ
プである．両者共に，地上 41階，軒高 147.2 m，基準
階平面 42.5 m× 42.5 m，6階から上階を共同住宅とす
る超高層 RC造建物である．構造階高は 1階が 6.4 m，2

階および 3階が 5.5 m，4階および 5階が 4 m，6階から
41階が 3.4 mである．比較考察を行うため，前述した
建物規模，コンクリートの設計基準強度，設計クライテ
リアを統一する．
純ラーメン架構（図－ 13（a））は，X，Yの両方向 6 

mから 8.5 mスパンである．ダブルチューブ架構（図－
13（b））は，柱および梁を外周部と内周部のみに配置（以
下，外周部を外チューブ，内周部を内チューブと呼ぶ）し，
住戸部分を無柱無梁空間としたモデルである．外チュー
ブは X，Yの両方向 4.5 mから 4.875 mのスパンであり，
外チューブに柱を多く配置することで，チューブ効果を
期待する．本来，外チューブと内チューブの間には，ハー
フ PCaスラブを配置するための梁が必要であるが，本

試設計では単純化のために設けない．

4 － 2　静的設計
静的設計では，損傷限界時，応答限界時，安全限界時
の 3つの設計クライテリアを満足させる．崩壊機構は，
梁曲げ降伏先行型の全体崩壊機構とする．設計クライテ
リアおよび試設計結果を表－ 2に，各限界状態のステッ
プを示した静的増分解析結果（ダブルチューブ架構）を
図－ 14に示す．解析プログラムは株式会社構造計画研
究所の RESP-Dを用いた．床は剛床仮定とする．
（1）損傷限界時

1次設計用層せん断力が作用した場合を損傷限界時と
し，柱と梁に生じる応力度が短期許容応力度以内である
こと，最大層間変形角が 1/200 rad以下であることを確
認する．設計用せん断力係数は，稀に発生する地震動（レ
ベル 1：最大速度 25 cm/s）による予備応答解析を行い，
応答層せん断力係数を包絡するように決定する．ただ
し，1階のベースシア係数 CBは 0.057）を下回らないよ
うに設定する．本試設計では，前述した内容を満足する
ことを確認している．CBは 0.05であり，基準階のWi/

A（Wi：地震力算定用重量，A：床面積）は純ラーメン
架構の場合で 14.5 kN/m2，ダブルチューブ架構の場合
で 13.3 kN/m2である．

図－ 13　試設計モデル（基準階床伏図）

（a）純ラーメン架構 （b）ダブルチューブ架構

表－ 2　設計クライテリアおよび試設計結果

図－ 14　静的増分解析結果（ダブルチューブ架構）
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（2）応答限界時
極めて稀に発生する地震動（レベル 2：最大速度 50 

cm/s）による最大応答層せん断力を包絡する点を応答
限界時とする．応答限界時における最大層間変形角が
1/100 rad以下であること，柱と梁の塑性率が 4以下で
あることを確認する．本試設計では，表－ 2に示す通り，
前述した内容を満足することを確認している．
（3）安全限界時
設計用層せん断力分布を外力とした静的増分解析を行

い，建物高さ方向の重心位置階の変形が文献 6）の架構
設計変形時となる点を安全限界時とする．架構設計変形
時は，エネルギー吸収量が，極めて稀に発生する地震動
による建物変形角の 2倍以上となる点である．1階柱脚
および最上階柱頭以外の柱に降伏ヒンジが生じていない
こと，設定した耐力余裕度を保有していることを確認す
る．
梁のせん断および付着の耐力余裕度は，鉄筋の信頼強

度で算定した終局耐力を，鉄筋の上限強度を考慮した梁
の両端曲げ降伏時の応力で除した値とする．柱の終局曲
げ耐力は ACI規準，柱と梁の終局せん断および付着耐
力は終局強度指針 8），柱梁接合部の終局せん断耐力は靭

性指針 9）に基づくものとする．圧縮軸力および引張軸
力は，上下動地震動による付加軸力（本試設計では 0.3 

G10））を考慮する．本試設計では，表－ 2に示す通り，
前述した内容を満足することを確認している．

4 － 3　動的設計
地震時の応答性状を部材レベルで確認するために，立
体骨組地震応答解析を行う．動的設計におけるレベル 2

地震動に対する設計クライテリアは，表－ 2に示す応
答限界時と同様とする．
（1）解析条件
レベル 2地震動は，観測地震波として EL CENTRO，

TAFT，HACHINOHE，JMA KOBEの 4波，模擬地震波
として日本建築センターの地震波 BCJを採用する．各
地震波はレベル 2の最大速度 50 cm/sで基準化する．減
衰は瞬間剛性比例型とし，1次固有周期に対する減衰定
数は 3％である．立体固有値解析による 1次固有周期は
純ラーメン架構が 3.767秒，ダブルチューブ架構が 3.403

秒であった．
（2）立体骨組地震応答解析結果
レベル 2地震動に対する立体骨組地震応答解析結果を
図－ 15に示す．最大応答層間変形角，最大応答層せん
断力係数，梁の最大塑性率は純ラーメン架構の場合，各々
1/102 rad，0.078，1.58であった．ダブルチューブ架構
の場合，各々 1/117 rad，0.069，1.89であった．純ラー
メン架構およびダブルチューブ架構は共に，応答限界時
の設計クライテリアを満足していることを確認した．

4 － 4　考察
試設計の主要部材断面を表－ 3に示す．

（1）柱断面
基準階の隅柱の断面サイズを比較すると，純ラーメン
架構が 1000 mm× 1000 mmであるのに対して，ダブル

図－ 15　立体骨組地震応答解析結果（レベル 2地震動）

（a）純ラーメン架構 （b）ダブルチューブ架構

表－ 3　試設計の主要部材断面
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チューブ架構は 900 mm× 900 mmと断面が 100 mm×
100 mm小さい．せん断補強筋量はダブルチューブ架構
の方が部分的に多いが，柱主筋および芯鉄筋はダブル
チューブ架構の方が少ない．ダブルチューブ架構は，純
ラーメンより柱の総数が多くなるため．柱 1本に対する
断面設計に余裕がある．
（2）梁断面
基準階の外周梁の断面サイズを比較すると，純ラーメ

ン架構は意匠上の制限を受けた 700 mm× 900 mmであ
る．ダブルチューブ架構は逆梁（バルコニー部）であ
るため，梁せいを手摺高さまで大きくすることができ，
650 mm× 1100 mmの断面サイズである．ダブルチュー
ブ架構の外周梁は，純ラーメン架構より合理的に梁の曲
げ耐力を大きくすることができる．しかし，短スパン梁
で構成されるダブルチューブ架構の梁の曲げ耐力を大き
くする場合，安全限界時におけるせん断および付着の耐
力余裕度の確保が困難になる場合がある．梁の終局せん
断耐力に見込めるせん断補強筋量には限界がある．せん
断補強筋でせん断耐力を確保できない場合，X形配筋に
する，梁幅を大きくする，あるいは梁のコンクリート設
計基準強度を大きくする必要がある．付着に関しては，
梁主筋の各々にせん断補強筋（中子筋）を設けることに
配慮して，主筋本数を検討する必要がある．
また，表－ 2および 4－ 3（2）で示した通り，ダブ

ルチューブ架構は純ラーメン架構と比較して，最大層間
変形角が小さいにも関わらず，梁の最大塑性率が大きい．
短スパン梁であることから，層間変形角が小さくても塑
性率が大きくなる点に留意する必要がある．
（3）部材数量
本試設計においては，部材断面を対象とした場合に限

り，ダブルチューブ架構は純ラーメン構造に対して，柱
と梁のコンクリート数量を 34％削減できる．この数量
には，ハーフ PCaスラブや外チューブと内チューブと
の間に設ける梁等は考慮されていない．本試設計の場合
は，部材数量を削減できたが，建物の固有値や設定する
設計クライテリアによって大きく異なる．

§5．まとめ

（ 1）構造計画に関する調査および分析結果として，階数
と柱支配面積の関係には比例関係が見られず，階数が
増えても柱間隔は概ね一定に保たれていた．また，ア
スペクト比は年代を経て増加傾向であった．

（2 ）主筋は SD490，高強度せん断補強筋は KSS785の採
用が主流であり，コンクリートの設計基準強度は建物
高さが高くなるにつれ，高強度化が顕著であった．

（3 ）耐震設計に必要な諸係数において，設計用ベースシ
ア係数の平均値は，耐震構造で 0.10，制振および免震
構造で 0.08程度であり，耐震構造が大きい傾向であっ
た．また，時刻歴応答解析結果の最大引張軸力比の平
均値に関しても，耐震構造で 0.50，制振構造で 0.44，
免震構造で 0.24程度であり，耐震構造が大きい傾向
であった．

（4 ）本報では，調査結果を参考にして，純ラーメン架構
とダブルチューブ架構の試設計の比較を行った．ダブ
ルチューブ架構は柱断面の縮小化および柱 1本に対す
る主筋本数の減量を期待できる．しかし，短スパン梁
で構成されることから，安全限界時における梁のせん
断および付着耐力の確保，層間変形角が小さい場合で
も塑性率が大きくなる点に留意する必要がある．
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